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〈被告答弁書転載〉

第2　本案前の答弁の理由
1　原告の主張するところは、要するに幹部自衛官である被告が、その
在任中に発表した論文の内容や言動により、原告の表現によれば恐怖
を抱くに至り、これにより原告が享受しようとする「平和的生存権」
が毀損されたことによって精神的苦痛を被ったとして、被告に対し慰
謝料を求めるものである。
2　国家公務員である幹部自衛官であった当時の被告の行為によって
精神的損害を受けたということであるならば、これは国家賠償法第1

条に基づき国を相手に訴えを提起すべきものであって、原告の請求は、
当事者適格を有しない者に対する訴えであるから、不適法な訴えとし
て却下されるべきものである。

3　不適法却下を求める理由
原告は、公務員であった被告の行為によって、原告のいう平和的生
存権が侵害されたと主張するが、原告が指摘する被告の行為のうち被
侵害利益である平和的生存権と関連すると思われるものは、いずれも
被告の職務行為または職務執行に社会通念上関連する行為としてな
されたものである（訴状にある献金行為は、被告による平和的生存権
侵害の主張の埼外のものである）。したがって、仮に被告が行った論
文の発表や言動に過失が存在し、これと原告のいう平和的生存権の侵
害による精神的苦痛との間に因果関係が認められるとしても、公務員
である被告個人が原告に対して責任を負うことはなく、被告に故意又
は重大な過失があった場合にのみ、国から求償権の行使を受けるとい
うのが法律の建前だからである。
憲法
第17条 何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法律の定めるところにより、国又は公共団体に、その賠償を求めることができる。

第73条　内閣は、他の一般行政事務の外、左の事務を行ふ。

1．法律を誠実に執行し、国務を総理すること。

2．外交関係を処理すること。

3．条約を締結すること。但し、事前に、時宜によつては事後に、国会の承認を経ることを必要とする。

4．法律の定める基準に従ひ、官吏に関する事務を掌理すること。

5．予算を作成して国会に提出すること。

6．この憲法及び法律の規定を実施するために、政令を制定すること。但し、政令には、特にその法律の委任がある場合を除いては、罰則を設けることができない。

7．大赦、特赦、減刑、刑の執行の免除及び復権を決定すること。

第99条 天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負ふ。
国家公務員法

第１条　この法律は、国家公務員たる職員について適用すべき各般の根本基準（職員の福祉及び利益を保護するための適切な措置を含む。）を確立し、職員がその職務の遂行に当たり、最大の能率を発揮し得るように、民主的な方法で、選択され、且つ、指導されるべきことを定め、以て国民に対し、公務の民主的且つ能率的な運営を保障することを目的とする。

２　この法律は、もつぱら日本国憲法第73条にいう官吏に関する事務を掌理する基準を定めるものである。

３　何人も、故意に、この法律又はこの法律に基づく命令に違反し、又は違反を企て若しくは共謀してはならない。又、何人も、故意に、この法律又はこの法律に基づく命令の施行に関し、虚偽行為をなし、若しくはなそうと企て、又はその施行を妨げてはならない。

４　この法律のある規定が、効力を失い、又はその適用が無効とされても、この法律の他の規定又は他の関係における適用は、その影響を受けることがない。

５　この法律の規定が、従前の法律又はこれに基づく法令と矛盾し又はてい触する場合には、この法律の規定が、優先する。
自衛隊法施行規則

第39条 　隊員（学生、予備自衛官等及び非常勤の隊員（法第四十四条の五第一項 に規定する短時間勤務の官職を占める隊員を除く。第四十六条において同じ。）を除く。以下この条において同じ。）となつた者は、次の宣誓文を記載した宣誓書に署名押印して服務の宣誓を行わなければならない。学生、予備自衛官等又は非常勤の隊員が隊員となつたとき（法第七十条第三項 又は第七十五条の四第三項 の規定により予備自衛官又は即応予備自衛官が自衛官になつたときを除く。）も同様とする。
　　　　　宣　誓
　　　　私は、我が国の平和と独立を守る自衛隊の使命を自覚し、日本国憲法 及び法令を遵守し、一致団結、厳正な規律を保持し、常に徳操を養い、人格を尊重し、心身を鍛え、技能を磨き、政治的活動に関与せず、強い責任感をもつて専心職務の遂行に当たり、事に臨んでは危険を顧みず、身をもつて責務の完遂に務め、もつて国民の負託にこたえることを誓います。
国家賠償法

第１条　国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、故意又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これを賠償する責に任ずる。

２　前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又は公共団体は、その公務員に対して求償権を有する。
【原告の弁論】
以上から
1. 憲法第17条の規定「何人も、公務員の不法行為により、損害を受けたときは、法律の定めるところにより、国又は公共団体に、その賠償を求めることができる。」との規定は、公務員に対し、国家賠償法以外の損害賠償請求権を途絶・制限すると理解できるものではない。
2. 訴状に適示する被告の事実は、被告自身よる「憲法第9条違反事実」自白である。再三再四に亘る、「憲法違反・法令違反幇助行為確信犯」であり、自衛隊法施行規則　第三十九条 　憲法遵守宣誓違反である。
3. 同様に、被告の自白事実は憲法第99条違反である。
4. 更に、国家公務員法第1条3項の規定から、再三再四の憲法違反行為は、本来、懲戒解雇処分に相当するものである。
5. また、国家公務員法第1条3項の規定から、国家賠償法による、「故意または過失による公務員不法行為に因る」、被告の債務免責条項は劣後の規定となり、「国家賠償法によってのみ請求すべし」との被告答弁は、失当である。

6. 正常な納税者の感覚からして「国家賠償法による求償権及び国による、代位債務負担行為は、『被告「公権力の行使に当る公務員」が憲法を遵守し、法律を遵守し、「信義誠実の則」に基づき、その職務を行うについて、単純な故意または過失にのみ適用・救済されるべきで、被告が為す「憲法第9条違反」「憲法第99条違反」「憲法遵守宣誓違反」等の憲法範疇外を企図する重犯行為は公権力の行使に当る公務員に該当しない。
7. 仮に、原告が国家賠償法の訴えを為し、国から、損害賠償の履行があったとしても、国による被告に対する求償権も執行されないと予想される。そうだとすると、主権者である原告を含む国民が納めた税金を自ら喰う「蛸足配当・蛸足弁済」となり、法理論上も社会的にも矛盾を生じさせる。
8. 被告答弁書が主張する、「被告が公務員在職時代の不法行為だから国家賠償法に拠らなければ、原告適格なし。故に棄却すべき。」との論は機械的法理論であり、『「法の精神性＝法の保護・受益に値するか？」との「法治主義」を自ら毀損・放擲する被告に適用すべし。』つまり、逆説すれば「憲法・法令を毀損・蹂躙する被告に、憲法・法令の保護・受益権利はない。」と断言できる。単純な故意及び過失であれば、国家賠償法による争訟も吝かではない。しかし、退職後の言動をみても、憲法毀損確信犯として事は重大である。よって、被告の「唯一国家賠償法原告適格以外阻却」との弁論は失当である。

9. 「反憲法教育施行・幇助・教唆」「個別的自衛権を攻撃的集団的自衛権に転換すべし」との公務員在職時代の主張は、被告が、在籍した統幕学校長・航空幕僚長等の立場を利用した国家公務員に禁止されている「政治的主張・政治活動」である。

10. 憲法及び法の規定そして「憲法遵守宣誓」を、被告は為したのだから、憲法範疇内業務について「公務」とすることに異論はない。但し、統幕学校長時代、反憲法教育講座を率先して開設し、継続的に反憲法を施したのだから、断じて「公務」と言うべきではない。

11. また、政治活動・政治的主張の、もう一方の証左が佐藤正久参議院議員への違法献金事実であることは、佐藤正久議員の言動{「駆け込み警護」＝最初に発動する（1964年・ベトナム戦争：トンキン湾事件等）集団的自衛権発動行為}に同調する被告の信条からしても明らかである。00
· 佐藤氏は、もしオランダ軍が攻撃を受ければ、「情報収集の名目で現場に駆けつけ、あえて巻き込まれる」という状況を作り出すことで、憲法に違反しない形で警護するつもりだったといいます。
「巻き込まれない限りは正当防衛・緊急避難の状況は作れませんから。」
（TBS「「駆けつけ警護」認めるべきで一致」、2007年8月11日）＊
· トンキン湾事件＊
12. 憲法第19条には思想・良心の自由を謳うが、「反憲法を公言・標榜する被告には、憲法の保護・受益があるのか？被告に思想・良心の自由が内在するはず。・・」しかし、「クーデター既遂・クーデター肯定論者・反憲法思想＝国家転覆・法令侵害煽動を改めない被告に、法の救済・法に基づく弁論権利はない。」と断罪する。
13. 「憲法遵守宣誓違反」は公務員が玉条とすべき「国民に対する信義則違反」であり、「反憲法行為実行・幇助・煽動」は反社会的・公序良俗に反し、無効であるから、国家賠償法の救済から脱し、被告自身のみで「賠償の責」を負うべきである。それが納税者＝主権者たる国民の「社会常識」である。
以　下　余　白
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